
次の とお り一般競争入札に付します。

令和2年 6 月 1.2日

独立行政法 人国立高等専門学校属部日警
l隅霊安雲門有明工業 高等専門学校
i商ffi7\需給契約担当役 事務部長 浅井浩出諸問霊

1 工事概要

入札公告（建設工事）

( 1 ） 工 事名
( 2) 工事場所
( 3) 工事内容

有明工業 高専建築学科棟構造物試験装置載荷フレー ム 改修工事
福岡県大牟田市東萩尾町 15 0

本 工事は、建築学科棟1 階 構造実験室において 、構造物試験装置の 更新に伴い、新たに設置する構造物試験装置に対応
したフレー ムへ改修を 行うものである。

(4） 工 期 令和3年1月29日まで
( 5) 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」とし 、 う。） 及び 競争参加資格確認資料 （以下 「資料 」としづ。）の提出並びに入札

等を 電子入札システムにより行 う。な お 、電子入札システムにより難い者は、契約担当役の承諾を得て紙入札方式に代えることができる。
( 6) 本工事は、「企業の技術力」及び 「企業の信頼性・社会性Jについて記述 した、申請書及び資料を受け付け、価 格 と価 格以外の要素を 総

合 的に評価 して落札 者を決定する総合評価落札方式 （ 実績評価型）を 実施する工事である。

2 競争参加資格
( 1) 独立行政法 人国立高等専門学校機構 契約事務取扱規則第4 条 及び第5 条の規定に該当しない者であること。
( 2) 文部科学省にお ける「 一般競争参加 者の資格 」（平成 1 3年 1月 6日 文部科学大臣決定 ）第 1 章第4 条で定めるところにより格 付けした

建築 一式工事に係 る令和元年、令和2年度 （平成3 1 、32年度 ）の等級（ 一般競争（ 指名競争 ） 参加資格認定通知書 ）の記 2の等級が
C等級又はD等級の認定を受けていること（会社更生法 （平成1 4年法律第 15 4 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者 a

文は民事再生法 （平成1 1年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後に一般競
争参加資格の再認定を受けていること。）。

( 3) 会社 更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者 （ 上記
( 2 ）の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

(4) 総合評価の評価項目に示す「企業の施工能 力」 及び 「配置予定技術者の能力」の欠格に該当しないこと（入札説明書参照。）。
( 5) 平成1 7 年度以降に、元請けとして 完成・引渡しが完了した鉄筋コンクリ ー ト造、鉄骨 鉄筋コンクリ ー ト造文は鉄骨造2 階以上かっ延べ

面積 3 0 0 d以上の 建物の新築 又は改修工事を施工 した実績を有すること（共同企業体の 構成員 としての 実績は、出資比率が2 0%以上
の場合の ものに限る。）。 経常建設共同企業体にあっては、経常建設共同企業体又は構成員のうち ー 者が上記の施工 実績を有すること。

( 6) 次に掲げる基準を満たす主任技術者 又は監理技術者を 当該工事に配置できること。（当該工事の配置予定技術者は、専任を 必要 としな

① 2級建築施工管理技士 （ ただし種別を 「 建築 」に限る。）文はこれと同等以上の資格を有する者であること。 な お 、「 これと同等以上
の資格を有する者Jとは、次の者をいう。

. 1級建築士の資格を有する者

. 1級建築施工管理技士の資格を有する者
－これらと同等以上の資格を有するもの と国土交通大臣が認定 した者

② 平成 1 7年度以降に上記 （ 5 ）に掲げる工事の 経験を有する者であること。 ただし、経常建設共同企業体にあっては、ー者の 主任技術
者又は監理技術者が上記の 工事 経験を有 していればよい。

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格 者証 及び 監理技術者講習修了証を有する者であること。
④配置予定の 主任技術者文は監理技術者にあっては直接的かっ恒常的 な雇用関係が必要であるので、その旨を明示することができる資料

を求めることがあり、その明示がなされない場合は入札に参加できないことがある。
⑤ 経常建設共同企業体の場合の 上記②ただし書きの記述に該当する者以外の 者について も 、上記①に定める国家資格を有する主任技術者

又は監理技術者を配置できること。
(7) 申請書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、 文部科学省 又は独立行政法 人国立高等専門学校機構から「 建設 工事の請負

契約に係 る指名停止等の措置要領について J （平成 1 8年 1月2 0日付け1 7 文科施第 345 号文教施設企画部長通知 ）に基づく 指名停止
を受けていないこと。

( 8) 上記 1に示 した工事に係 る設計業務等の受託者又は当該受託者 と資本若しくは人事面において関連がある建設業 者でないこと。
( 9) 入札に参加 しようとする者の聞に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係文は人的関係がある者のすべてが共同企業体の 代表者以

外の 構成員である場合を除く（入札説明書参照 ）。）。
( 1 0) 福岡県内に建設業法に基づく許可を有する本店 、支店文は営業 所が所在すること。
( 1 1) 警察当局から、暴力団員が実質的に経 営を 支配する建設業 者文はこれに準ずるもの として、文部科学省発注工事等からの排除要請が

あり、当該状態が継続している者でないこと（入札説明書参照。）。
( 1 2) 誓約 書の提出が可能であること。






